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第 １  市     勢 

 

１ 沿   革 

 須賀川市は、福島県のほぼ中央に位置し、阿武隈川と釈迦堂川流域の丘陵に開かれ

た街です。その歴史は古く、旧石器時代の乙字ヶ滝遺跡を始めとして、縄文弥生時代

の出土品も多種多様なものがあり、先住民族がこの地に居住し、古代文化を築いてい

たことがうかがわれます。 

 鎌倉時代には、二階堂氏の領地となり約 400 年間その支配下にありましたが、天正

年間伊達政宗によって須賀川城は落城し、二階堂氏は滅亡しました。 

 その後は、幾多の変遷を経ながら庶民の町として、また奥州街道の宿場町として物

資の集散が盛んに行われ、地方産業経済・文化の中心となり、東北屈指の商業都市と

して栄えてきました。 

 明治９年に本町、中町、北町及び道場町が合併し、須賀川村となり、同 22 年の町

村制実施により森宿村の一部を合併して須賀川町が発足しました。 

 昭和 29 年３月、須賀川町と隣接の浜田、西袋、稲田、小塩江の４か村が合併し市

制を施行、翌 30年３月に仁井田村、同 42年に大東村と合併して、人口５万４千人を

数える県下第５位の都市に躍進しました。 

 さらには、平成 17 年４月１日、隣接する長沼町、岩瀬村と合併し、人口は８万人

となりました。 

このように着実な発展を続ける本市は、東北縦貫自動車道や東北新幹線が通るとと

もに福島空港を有し、福島空港からは、現在、札幌、大阪の国内定期路線が就航して

おり、県内で最も高速交通条件に恵まれた地域であると同時に国際交流の拠点地域と

なっています。 

 一方、豊かな自然にも恵まれ、須賀川牡丹園や藤沼湖自然公園、いわせ悠久の里な

ど県内でも有数の施設を有し、県内はもとより全国各地からも多くの皆様が訪れてい

ます。 

 本市に未曾有の被害をもたらした東日本大震災から着実に立ち上がり、創造的復興

からの「次の 10 年」という新たなステージを迎える中、人口減少、少子高齢化の進

行、急速なデジタル化、頻発する自然災害及び新型コロナウイルス感染症等、社会環

境は大きく変化しております。 

本市では、令和５年度を初年度とし、10年後を見据えながら、時代潮流、社会経済

情勢の変化等に的確に対応できるよう、今後５年間のまちづくりの指針となる、須賀

川市第９次総合計画「須賀川市まちづくりビジョン 2023」を令和４年 12 月に策定し

ました。 

 本市は、この総合計画の将来都市像である「共につくる 住み続けたいまち すか

がわ」の実現に向け、市民をはじめ、地域、事業者、行政、そして本市に関わる全て

の人と協働し、須賀川への愛着と誇り「シビックプライド」にあふれ、全ての人にと

って「住み続けたいまち」であり続けることを目指してまいります。 
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２ 市民憲章、市の木・花・鳥 

 

市  民  憲  章 
東洋一の牡丹園を誇りとする須賀川市は 豊かな自然と史跡に富んだまちです。 

市民一人一人が郷土を愛し、明るく住みよい進歩発展する須賀川市の未来を 

めざして市民憲章を定めます。 

１ 自然を愛し まちや川を美しくしましょう 

１ 笑顔と親切で 明るい社会をつくりましょう 

１ 正しい道を歩み 勤労をたっとびましょう 

１ よく学び 教養と文化を高めましょう 

１ きまりを守り 文化財や公共物を大切にしましょう 
 

                           （昭和 56年５月制定） 
  

・ 市 の 木   赤  松 

 ・ 市 の 花   牡  丹 

 ・ 市 の 鳥   かわせみ 
 

 

３ 位   置 

市役所の位置 東経 140°22´ 北緯 37°17´ 海抜 262ｍ 

広 が り 東西 37.9㎞  南北 16.5 ㎞ 

面   積 279.43 ㎢ 

 

 

４ 地目別面積 〔令和５年度固定資産概要調書〕         （単位：㎢） 

田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 その他 計

計 61.53 26.03 18.07 2.06 99.80 6.83 11.80 53.31 279.43

構成比 22.0% 9.3% 6.5% 0.7% 35.7% 2.4% 4.2% 19.1% 100.0%
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５ 人口と世帯 〔国勢調査、福島県現住人口調査〕      （単位：世帯、人） 

計 旧須賀川市 旧長沼町 旧岩瀬村 計 旧須賀川市 旧長沼町 旧岩瀬村

平成12年 23,162 20,185 1,524 1,453 79,409 66,747 6,451 6,211

平成17年 24,726 21,717 1,572 1,437 80,364 68,119 6,359 5,886

平成22年 25,792 79,267

平成27年 26,345 77,441

令和2年 27,127 74,992

　
世帯数 人　　口

 
 

  （単位：世帯、人、人/㎢・各年 10月 1日現在） 

男 女 総　数

令和元年 27,355 37,250 38,572 75,822 271.3

令和2年 27,127 36,781 38,211 74,992 268.4

令和3年 27,293 36,449 37,819 74,268 265.8

令和4年 27,547 36,244 37,556 73,800 264.1

令和5年 27,887 35,882 37,221 73,103 261.6

2.76

2.72

2.68

2.62

　 世帯数
人　　　口

人口密度１世帯当たりの人口

2.77

 
 

 

６ 産業別就業人口 〔国勢調査〕                （単位：人） 

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

計 5,696 14.4% 5,085 12.4%

旧須賀川市 4,408 13.4% 4,032 11.7%

旧長沼町 599 17.9% 432 13.6%

旧岩瀬村 689 21.5% 621 19.4%

計 14,968 37.9% 15,257 37.3%

旧須賀川市 12,031 36.5% 12,425 36.0%

旧長沼町 1,574 47.0% 1,473 46.3%

旧岩瀬村 1,363 42.6% 1,359 42.3%

計 18,807 47.6% 20,490 50.1%

旧須賀川市 16,495 50.0% 18,011 52.2%

旧長沼町 1,169 34.9% 1,252 39.4%

旧岩瀬村 1,143 35.7% 1,227 38.2%

計 41 0.1% 26 0.1%

旧須賀川市 31 0.1% 3 0.0%

旧長沼町 4 0.1% 21 0.7%

旧岩瀬村 6 0.2% 2 0.1%

計 39,512 100% 40,858 100%

旧須賀川市 32,965 100% 34,471 100%

旧長沼町 3,346 100% 3,178 100%

旧岩瀬村 3,201 100% 3,209 100%

100.0%

1,964 5.4%

合計 39,614 100.0% 37,200 100.0% 38,610 100.0% 36,594

56.2% 20,929 57.2%

分類不能 281 0.7% 1,010 2.7% 1,608 4.2%

第3次産業 21,676 54.7% 21,031 56.5% 21,717

7.6%

第2次産業 13,044 32.9% 11,384 30.6% 11,813 30.6% 10,919 29.8%

平成27年 令和2年

第1次産業 4,613 11.7% 3,775 10.2% 3,472 9.0% 2,782

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
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第 ２  議     会 
 

（令和６年８月１日現在） 

１ 構  成 

 

（１）議 員 数（現議員任期 令和５年９月４日～令和９年９月３日） 

条 例 定 数 現 員 数 

24 人 24人 

 

（２）党 派 別 

党派別 自民党 共産党 公明党 無所属 計 

議員数 ３人 ２人 １人 １８人 ２４人 

 

（３）会 派 別                     

会派別 志政会 新政会 
須賀川 

未来会議 
政悠会 

日本共産党 

須 賀 川 

市 議 団 

無会派 計 

議員数 ９人 ５人 ３人 ３人 ２人 ２人 24人 

 

（４）年 齢 別                       

年齢区分 30歳～ 40歳～ 50歳～ 60歳～ 70歳～ 平均年齢 

議員数 ０人 ５人 ６人 ９人 ４人 60.0歳 

 

（５）当選回数別 

当選回数 １回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 ７回 ８回 計 

議員数 ６人 ８人 ４人 １人 ０人 ２人 ２人 １人 24人 
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（６）常任委員会 

委 員 会 名 定 数 所  管  事  項 

総 務 常 任 委 員 会 ８人 

議会、企画政策部、総務部、財務部、会計課、選

挙管理委員会、監査委員及び固定資産評価審査委

員会の分掌事務並びに他の常任委員会に属さな

い事務 

経済建設常任委員会 ８人 

経済環境部、建設部（教育財産の建築に関する事

務は除く。）、上下水道部及び農業委員会の分掌事

務 

文教福祉常任委員会 ８人 

市民協働推進部、文化交流部、市民福祉部及び教

育委員会の分掌事務並びに教育財産の建築に関

する事務 

議会広報常任委員会 ８人 議会の広報に関する事務 

予 算 常 任 委 員 会 23人 当初予算及び補正予算に関する事務 

※議員は総務、経済建設、文教福祉のいずれか１つの常任委員となる。 

 

（７）特別委員会 

委 員 会 名 定 数 調 査 事 項 設 置 年 月 日 

決 算 特 別 委 員 会 22人 
決算にかかる審査を実

施する。 

毎年度９月定例会中に

設置し、結審 

 

（８）議会運営委員会 

ア 構 成 

定数は、８人とする。各会派の構成人数に基づき、議長が会議に諮って指

名した委員をもって構成する。 

議長は、地方自治法第 105条に基づき、副議長は委員外議員として出席す

る。 

イ 開催日 

  定例会：招集日の３日前に開催する。 

ウ 決定事項の他議員への周知方法 

  委員より会派の所属議員に周知する。
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２ 活動状況（令和５年） 

 

（１）本会議開催状況                   （単位：日、人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区

分 
月 会  期 

会議 

日数 

一般 

質問者 
質疑者 討論者 会議時間 

定
例
会 

３月 
(2/16～3/14） 

27 
6 14 7 2 12時間 50分 

６月 
(6/1～6/22） 

22 
6 12 6 0 8時間 38分 

９月 
(9/28～10/25） 

28 
6 14 4 2 8時間 35分 

12月 
(11/30～12/21) 

22 
6 11 4 4 8時間 34分 

臨
時
会 

第 1回 
（9/14） 

1 
1 0 2 0 1時間 27分 

計 100 25 51 23 8 40時間 4分 
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（２）議決状況                         （単位：件） 

区 

分 

上程件数  議決態様 

市長

提出 

議員

提出 
計 

原案

可決 
否決 同意 

異議 

なし 
認定 承認 了承 

継続

審査 

条例 34 2 36 36        

予算 25  25 25        

決算 3  3     3    

同意 8  8   8      

推薦 2  2    2     

承認 2  2      2   

報告 18  18       18  

その他 12 2 14 13     1   

意見書  3 3 3        

決議  1 1 1        

計 104 8 112 78  8 2 3 3 18  
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（３）委員会等開催状況                     （単位：回） 

区分    月 
１
月 

２
月 

３
月 

４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10

月 

11

月 

12

月 

計 

会

期

中 

閉

会

中 

 

計 

総   務 

常任委員会 
1 1 1 1  2   1 2 1 2 9 3 12 

経 済 建 設 

常任委員会 
1 1 1 1 1 2   1 2 1 2 9 4 13 

文 教 福 祉 

常任委員会 
1 2 2 1  2   1 2 1 3 11 4 15 

議 会 広 報 

常任委員会 
2 1  2  2 1  2 1 2 1 8 6 14 

予   算 

常任委員会 
  3   2   1 1  2 9  9 

議   会 

運営委員会 
1 2 1 1 1 3   2 1 2 2 9 7 16 

決算特別委員会 
(R5.9.28～10.25) 

        1 3   4  4 

議員全員協議会          1    1 1 

会派代表者会議    1  1   1   2 4 1 5 
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（４） 請願の処理状況 

 

① 令和５年受理分                      （単位：件） 

付 託 

委員会 

受理 

件数 

処 理 状 況 

採択 
一部 

採択 
不採択 取下げ 

継続 

審査 

審議 

未了 

総  務 1 1      

経済建設 1 1      

文教福祉 1 1      

計 3 3      

 

② 前年からの継続審査分               （単位：件） 

付 託 

委員会 

処 理 状 況 

採択 
一部 

採択 
不採択 取下げ 

継続 

審査 

審議 

未了 

総  務       

経済建設       

文教福祉       

計       
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３ 議会運営 

 

（１）本会議議事運営 

区

分 
本 会 議 休会 本 会 議 本 会 議 休  会 本 会 議 

内 
 
 
 

容 

開会 

諸般の報告 

会期の決定 

会議録署名議

員の指名 

提案理由説明 

議案

調査 

 

平日 

総括質疑 

 

委員会付託 

一般質問 

常任委員会 

(平日４日) 

予算委員会 

(平日１日)

事務整理 

(平日１日) 

委員長報告 

(質疑、討論、

採決。継続審

査及び調査の

申出) 

閉会 

期

間 
１日 ４日 １日 ３日 ６日 １日 

※ ６月及び 12月定例会の会期は、上表のとおり約 22日間（土・日を含む）であ

るが、９月定例会においては決算審査（予算常任委員会の翌日から３日間）が、

３月定例会においては当初予算審査（各常任委員会の翌日から３日間）が、それ

ぞれ行われるため、約 25日間となる。 

  なお、３月定例会においては、初日提出の補正予算を委員会に付託せず２日目

に先議している。 

※ ３月定例会を除き、おおむね各定例会開催月（６月、９月、12 月）の最初の木

曜日を初日とする（３月定例会は、２月末で状況に応じて調整）。 

 

（２）予算及び決算の審査方法 

  ア 予 算 

    当初予算・補正予算ともに、予算常任委員会において審査する。 

  イ 決 算 

    ９月定例会において設置される決算特別委員会に付託し、定例会中に審査

する。 

 

（３）一般質問 

  ア 通告期間 

    原則として招集告示日の２日前から５日間（土日・祝日を除く）とする。

ただし、３月定例会の市長の施政方針関連の質問事項のみ、通告者に限り追

加を認める。 

   ※ 通告予定者は、事前調査を行うこととする。 

     事前調査期間は、原則として、招集日のおおむね３週間前から招集告示

日の３日前までとする。 

  イ 質問順序 

    議会運営委員会において抽選し、議長が定める。 
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  ウ 通告内容 

    質問の要旨及び具体的事項とする。ただし、会議においてその審査を委員

会に付託する事件及び現在委員会において審査中の事件については質問し

ないことを例とする。 

  エ 時間及び回数制限 

    １人 45分までとし、大項目方式による一問一答制とする。 

  オ 関連質問  認めない。 

 

（４）総括質疑 

  ア 通告時期 

    招集日の３日後の正午までに通告する。 

  イ 時間及び回数制限 

    同一議題につき１人３回までとする。（時間制限なし） 

 

（５）請願 

  ア 受付期限 

    招集告示日の翌日まで受付したものを当該会期において取り扱う。 

  イ 紹介議員 

     自己の所属する委員会に係る請願の紹介議員になることを原則として差 

し控えることを例とする。 

  ウ 通知 

    採択、不採択等を、文書により通知している。 

  エ 市からの議会に対する処理報告 

    次期定例会に処理状況が報告される。 

 

（６）陳情 

   原本の写しを全議員に配布する。 

 

（７）委員長報告 

  ア 報告の時期  会期最終日 

  イ 内容 

    議案の要旨、請願の趣旨を含めて審査の経過と結果について報告している。 
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４ 傍  聴 

 

 （１）本会議 

   須賀川市議会傍聴規則に基づき、一般席 40人、みんなの傍聴席４人、車椅子 

使用者用スペース３人（報道関係者席５人）まで傍聴できることとしている。傍

聴者には受付簿に住所、氏名の記載を求めている。 

また、本会議の模様は、インターネットでライブ及び録画により中継している。 

 

 （２）委員会 

   須賀川市議会委員会傍聴規程に基づき、８人まで傍聴できることとしている。 

傍聴者には受付簿に住所、氏名の記載を求めている。 

 

（３）傍聴者数 

年 
平成 31年・

令和元年 
令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 

傍聴者数 363 人 236人 225人 185人 279人 

 

 

５ 報酬及び旅費等 

 

（１）議員報酬及び特別職等給料 

区  分 報 酬 月 額 区  分 給 料 月 額 

議   長 509,000円 市   長  1,000,000 円 

副 議 長 451,000円 副 市 長   774,000円 

議   員 423,000円 教 育 長   698,000円 

（平成 22年４月１日適用） 

 

（２）費用弁償等 

区  分 金      額 適 用 年 月 日 

日  当 3,000 円 平成２年 10月１日 

宿 泊 料 
甲地方  14,800円 

乙地方  13,300円 
平成２年 10月１日 

期末手当 
６月  報酬月額×120/100×162.5/100 

12月 報酬月額×120/100×172.5/100 
令和５年 12月１日 

 

（３）調査旅費 

   国内行政調査旅費 

    ・常任委員会（予算委員会を除く）  １人当たり  78,300 円／年 

・議会運営委員会          １人当たり  45,000 円／年 

・議会広報常任委員会        １人当たり  19,300 円／年 

・特別委員会            １人当たり   3,000 円／年 

 

（４）政務活動費             １人当たり   30,000 円／月 
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６ 議員定数の推移 

 

期  日 内       容 人  口 

昭和 29年 

３月 31日 

１町４か村合併により須賀川市誕生。合併町

村議会の議員数は合わせて 89 人となり、合

併後１年の任期をもって市議会議員となる。 

（１人中途失職） 

(S29.10.1現在) 

42,311人 

昭和 30年 

３月 10日 

仁井田村合併。村議会議員 14 人を追加し、

議員数は 102人となる。 

 

昭和 30年 

３月 29日 

市制施行後初の市議会議員選挙が執行され、

この選挙に限り中選挙区制を採用した。 

議員定数は、30人となる。 

(S30.10.1現在) 

47,461人 

昭和 34年 

３月 29日 

第２回市議会議員選挙より大選挙区制とな

る。 

議員定数は、30人。 

(S34.10.1現在) 

48,008人 

昭和 38年 

３月 25日 

議員定数減少条例制定（市長提出議案） 

法定数 30人を 26人とした。 

（昭和 38年３月 25日条例第 15号） 

(S38.10.1現在) 

46,547人 

昭和 42年 

２月１日 

大東村合併。村議会議員 16 人を追加し、議

員数は 39人となる。 

(S42.2.1現在) 

54,128人 

昭和 42年 

３月 27日 

議員定数減少条例制定（市長提出議案） 

法定数 36人を 30人とした。 

（昭和 42年３月 27日条例第 24号） 

 

昭和 58年 

３月 23日 

議員定数減少条例制定（議員提出議案） 

法定数 36人を 26人とした。 

（昭和 58年３月 23日条例第 20号） 

(S58.4.1現在) 

58,057人 

平成 14年 

９月 25日 

議員定数条例制定（議員提出議案） 

定数を 26人とした。 

（平成 14年９月 25日条例第 24号） 

(H14.4.1現在) 

67,297人 

平成 17年 

４月１日 

長沼町・岩瀬村合併。 

在任特例期間中の定数を 48人とした。 

（平成 19年４月 29日まで） 

(H17.4.1現在) 

80,240人 

平成 17年 

12月 27日 

市議会基本条例の一部改正（議員提出議案） 

定数を 28人とし、次回選挙から適用する。 

（平成 17年 12月 27日条例第 66号） 

(H17.12.1 現在) 

80,419人 

平成 26年 

12月 26日 

市議会基本条例の一部改正（議員提出議案） 

定数を 24人とし、次回選挙から適用する。 

（平成 26年 12月 26日条例第 40号） 

(H26.12.1現在) 

76,960人 



 

 - 14 - 

７ 会 議 録 

 

（１）調製方法 

反訳作業のみ委託 

 

（２）委託料 

令和４年度 契約単価 

 本会議  １時間当たり 17,050 円（消費税 10％込み） 

委員会  １時間当たり 13,750 円（消費税 10％込み） 

令和５年度 契約単価 

 本会議  １時間当たり 17,050 円（消費税 10％込み） 

委員会  １時間当たり 13,750 円（消費税 10％込み） 

 

（３）作成部数 

正本１部、副本２部 

平成 23年分より、配付用の製本は行わないこととした。 

 

（４）インターネット公開 

市議会ウェブサイトに会議録を掲載。平成 19 年度から会議録検索システム

を導入するとともに、本会議の模様をライブ・録画中継している。 

 

 

８ 広  報 

 

（１）議会だより （議会広報委員会の編集・発行） 

   ア 発行日及び発行回数 

     原則として、定例会開催前月の 15 日を発行日とし、年４回発行 

   イ 配布方法 

     須賀川市広報に準ずる。（市の嘱託員を通じて全戸に配布） 

   ウ 規 格 

     Ａ４判、カラー印刷、12ページ、再生紙利用 

 

（２）市議会ウェブサイト 

   本会議、委員会等の内容を随時発信している。主な掲載内容は以下のとおり。 

ア 市議会のしくみ 

  ・本会議と委員会、議会の構成、議会の運営、議会関係の例規など 

イ 議員の紹介 

  ・正副議長、議員名簿など 

ウ 会議の情報 

  ・議会の予定、会議の結果、お知らせ 

エ 議会中継 

  ・本会議ライブ中継、録画配信 

オ 会議録検索 

  ・本会議、委員会 
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カ 議決結果 

  ・議案等一覧、意見書・決議一覧、請願・陳情一覧 

キ 広報、傍聴 

  ・議会だより、傍聴の御案内、議場見学の御案内など 

ク 委員会の活動内容 

  ・委員会の行政調査報告、過去に設置された特別委員会 

ケ 情報公開 

  ・議会改革の取組、議長交際費、政務活動費など 

コ 行政視察の御案内 

 

 

９ 議会事務局機構 

 

  定数 ８人  現員 ７人 

                      総務係（２人）事務局専門員（１人） 

 

  事務局長    事務局次長（１人）     

           

                      議事調査係（２人） 

 

 

10 その他 

 

  令和５年９月の改選から、タブレット端末を議員全員に貸与。 

ペーパーレス会議システムを活用し、令和５年９月定例会から委員会のペーパー

レス化を開始した。令和６年度からは、本会議のペーパーレス化を開始する。 

  議員と事務局職員との連絡等については、ビジネスチャットツール「LoGoチャッ

ト」を活用している。 
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費

1,
28
0,
50
4

3.
8%

1,
35
9,
93
6

4.
0%

△
 7
9,
43
2

△
 5
.8
%

10
教
育
費

3,
66
1,
71
8

10
.9
%

3,
96
6,
46
6

11
.6
%

△
 3
04
,7
48

△
 7
.7
%

11
災
害
復
旧
費

3
0.
0%

29
3,
86
6

0.
9%

△
 2
93
,8
63

△
 1
00
.0
%

12
公
債
費

3,
63
9,
62
7

10
.8
%

3,
39
0,
13
7

10
.0
%

24
9,
49
0

7.
4%

13
諸
支
出
金

1
0.
0%

1
0.
0%

0
0.
0%

14
予
備
費

50
,0
00

0.
2%

50
,0
00

0.
1%

0
0.
0%

33
,7
20
,0
00

10
0.
0%

34
,0
00
,0
00

10
0.
0%

△
 2
80
,0
00

△
 0
.8
%

構
成
比

歳
出
合
計

３
　
令
和
６
年
度
須
賀
川
市
一
般
会
計
当
初
予
算
比
較
表
（
歳
出
）

令
和
６
年
度

令
和
５
年
度

前
　
年
　
度
　
比

予
算
額
(A
)

構
成
比

予
算
額
(B
)

区
分

款



 

- 19 - 

第４  市 の 機 構 
 

１ 職員数・給与 

（令和６年４月１日現在） 

区      分 定   数 現   員 

市 長 部 局 477人 436人 

議 会 事 務 局 ８人 ７人 

選挙管理委員会事務局 ４人 ４人 

監 査 委 員 事 務 局 ３人 ３人 

農 業 委 員 会 事 務 局 ７人 ６人 

教 育 委 員 会 事 務 局 136人 107人 

公 営 企 業 部 局 45人 38人 

計 680人 601人 

一

般

行

政

職 
平 均 年 齢 41.6歳 

初 任 給 

高 校 卒 174,400 円 

短 大 卒 185,200 円 

大 学 卒 207,100 円 

平 均 給 料 （ 月 額 ） 316,600 円 
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